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施策の内容 達成年度 対象 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度以降 担当局等 担当部課名 別紙参考資料

標識等の図記号のうち意味が伝
わりにくいものについて、一般国
民への浸透を図る。

１８年度 全国民

図記号の一般国民への浸透の現状
に関する調査を実施し（１２月）、
ホームページによるＰＲを実施（３
月）。

- - - 道路局 企画課 別２

防災気象情報や天気予報に用い
る用語等について、より分かりや
すい用語・表現となるよう見直し
を行う。

１８年度
（以降順次改善）

全国民
報道機関等との定期的な勉強会、
打ち合わせを行い、全面的な見直し
を実施（３月）。

気象庁 予報部業務課 別３

はん濫危険度レベルを設定し、
増水によって危険度の段階が移
行する際の水位の呼称を改善す
る。

- - 河川局
河川計画課
治水課

提供される発表情報により、起こ
すべき行動の内容を容易に理解
できるよう、発表の方式を改善す
る。

- - 河川局
河川計画課
治水課

市町村に対し、水害に対する避
難勧告等の判断・伝達マニュア
ルの作成支援を行う。

２１年度以降 全市町村
１０のモデル市町村において、避難
勧告等の判断・伝達マニュアルの作
成を支援（５市で作成完了）。

 引き続き、マニュアルの作成支援を全国の市町村に展開。 河川局
河川計画課
治水課

市町村の土砂災害に対する警戒
避難体制の整備に資するため、
ガイドラインを作成する。

１９年度 全市町村
土砂法に係る基本指針を改訂（９
月）するとともに、警戒避難体制に
関する課題を整理。

ガイドラインを作成し、都道府県に対
し通知（４月）。 - - 河川局 砂防計画課

土砂災害警戒情報を全国に展開
する。

１９年度 全都道府県
１２府県において、土砂災害警戒情
報を提供。

全都道府県において、土砂災害警戒
情報を提供開始。

- -
河川局
気象庁

砂防計画課
予報部業務課

別５

大雨・洪水・高潮等の警報基準
を、避難勧告等の判断基準に適
合するよう見直す。

２０年度
（以降順次改善）

全市町村
技術的な調査を行い、避難勧告等
により適合した新たな大雨・洪水・
高潮の警報基準案を作成。

新たな基準案を部内評価の上改善
し、都道府県・市町村と調整。

出水期から現行区域毎に新基準によ
る運用開始。

２２年度出水期を目途に市町村毎の
区域を対象とした警報発表を開始。

気象庁 予報部業務課

道路の事前通行規制区間につい
て、通行規制開始・解除の予測
情報を道路情報版・ラジオ等で提
供する。

１８年度 全国の国管理の国道
全国の国管理の国道において、事
前通行規制区間の規制・解除の見
通し情報の提供を開始。

- - - 道路局 国道・防災課 別６

空港内及び空港外において、イ
ンターネット等を通じた欠航、遅
延等のより迅速かつ正確な「見通
し」情報を提供する。

１８年度 ３主要国際拠点空港

成田・関西・中部の各国際空港にお
いて、空港内の運航情報表示板や
ホームページ等を通じた情報提供
を開始（９月）。

- - - 航空局
成田国際空港課
関西国際空港・中部国
際空港監理官

災害等で鉄道が運行停止した場
合、現状を可能な限り案内すると
ともに、できるだけ早く運行再開
の見通しの情報提供を行う。

１９年度 鉄道事業者
事業者を含めた「輸送障害発生時
の対応検討会」において、情報提供
方策のルールを明確化（２月）。

各事業者に対し通知（６月）。 - - 鉄道局 業務課

達成年度欄は、　○○年度、２１年度以降、○○年度（以降順次改善）の３通りであり、各施策の達成年度となる年度欄を着色■している。

ハ（鉄道の運転再開見通し）

３）土砂災害警戒情報の充実等

イ（道路の事前通行規制区間等の規制・解除の
見通し）

ロ（航空の欠航、遅延等の見通し情報）

１９年度

防災用語改善検討委員会の提言に
基づき、各地方整備局・都道府県に
対し通知（１０月）。その通知に基づ
き、河川管理者が広報を実施。

全河川 別４

（１）分かりやすい用語・表現

発災時等に提供される情報につ
いて、受け手の的確な判断や行
動につながる分かりやすい用語
への改善を行う。

１９年度 全河川

防災用語改善検討委員会の提言に
基づき、各地方整備局・都道府県に
対し通知（１０月）。その通知に基づ
き、河川管理者が広報を実施。

運用開始（４月）。

Ⅲ．フォローアップ一覧表（案）

項目

１．災害・事故時の情報提供

【改善１】受け手の立場に立った改善

運用開始（４月）。 - 河川局 別１
河川計画課
治水課
砂防計画課

更なる改善に向けて継続的に見直しを実施。

-

２）避難勧告等の判断・伝達マニュアルの作成
支援

①基本的考え方

②分かりやすい防災用語への改善

③理解を助けるための表現上の工夫

④意味がわかりにくい図記号の解説

⑤スパイラルアップの姿勢
（防災気象情報等における用語の見直しなど）

１）はん濫危険度レベルに応じた避難情報等の
提供

イはん濫危険度レベルの設定とこれに応じた水
位名称への変更

ロ発表情報と避難行動等との関連の明確化

４）気象警報の改善

②「見通し」情報の積極的な提供

１）（通行止め・欠航になりそうな時期、通行・運
行の再開時期の「見通し」情報等の提供）

（２）受信者の的確な判断・行動に結びつく情報

①水位情報等を避難行動に結びつける取組

表1 



施策の内容 達成年度 対象 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度以降 担当局等 担当部課名 別紙参考資料

達成年度欄は、　○○年度、２１年度以降、○○年度（以降順次改善）の３通りであり、各施策の達成年度となる年度欄を着色■している。

項目

洪水予報河川（避難のための情
報を予め提供する河川）の指定
を拡大する。

２１年度 約５００河川 ３０１河川を洪水予報河川に指定。 洪水予報河川の指定を約５００河川に拡大。
河川局

気象庁

河川計画課
治水課
予報部業務課

別７

はん濫予報河川（浸水すると見
込まれる区域・水深、時期に関す
る情報を予め提供する河川）の
指定を拡大する。

２１年度
はん濫区域の非常に大
きい１０河川

利根川をはん濫予報河川に指定（６
月）。吉野川をはじめ各河川におい
て検討。

はん濫予報河川の指定を１０河川に拡大。
河川局

気象庁

河川計画課
治水課
予報部業務課

緊急地震速報について、できるだ
け早期に広く一般への提供が開
始できるよう周知・広報活動を進
めていく。

１９年度
（以降順次改善）

全国民

先行的に利用できる分野（防災機
関・交通機関等）には提供開始（８
月）。１１月からモデル実験を４か所
で行い、「緊急地震速報の本運用開
始に係る検討会」において緊急地震
速報の利用の心得や一般国民への
提供開始を決定（３月）。

緊急地震速報の利用の心得等につ
いて、一般国民に対する周知・広報
を行い、１０月から運用開始。

気象庁 地震火山部管理課 別８

地震時にエレベーターの閉じ込
めが発生した場合、地震に関す
る情報や救出時間の「見込み」に
関する情報等を提供する。

２１年度以降 エレベーター事業者

社会資本整備審議会建築分科会の
建議「エレベーターの地震防災対策
の推進について」を踏まえ、(社)日
本エレベータ協会に対し、エレベー
ター閉じ込めからの救出見込み情
報の提供等に関する検討を要請（７
月）。

検討結果を業界団体等に周知。 住宅局 建築指導課

津波情報の迅速化・充実化に役
立て、住民の津波避難行動の徹
底に資するため、ＧＰＳ波浪計を
活用した波浪観測情報を提供す
る。

２２年度 全国３０箇所程度

津波発生の蓋然性の高い５箇所で
ＧＰＳ波浪計の整備に着手し、観測
情報を提供する観測センターを構
築するとともに、津波情報への活用
方法を検討。

引き続きＧＰＳ波浪計の整備を推進
するとともに、観測情報の収集・分
析・提供の試験運用及び津波情報へ
の活用方法を検討。

引き続きＧＰＳ波浪計の整備を推進
するとともに、ホームページ等におい
て観測情報の提供及び津波情報へ
の活用を開始。

引き続きＧＰＳ波浪計の整備と津波
情報への活用を推進。

港湾局
気象庁

技術企画課技術監理
室
地震火山部管理課

別９

国民から道路災害情報の提供を
受け、ホームページ上に公開す
る。

１８年度
（以降順次改善）

一般国道及び都道府県
道

一般国民が災害発生箇所・状況を
登録・閲覧するシステムを構築し、
試験運用を開始（１２月）。

道路局
国道・防災課
道路防災対策室

別１０

被災により混乱している現地にな
りかわり、被災地内外で情報交
換を行う「ＧＩＳ防災情報ボラン
ティア」の仕組みを確立する。

１８年度
（以降順次改善）

全国民
「GIS防災情報ボランティア」の仕組
みの確立に向けての基礎調査及び
実証実験を１１月から実施。

国土計画局
総務課国土情報整備
室

別１１

携帯電話を活用して情報の入
力・閲覧ができるシステムを開発
する。

２１年度 全国民
「電子国土情報集約システム」を開
発し、一般公開（８月）。

「電子国土情報集約システム」を土台に携帯電話を活用して情報の入力・閲覧が出来るシステムを開発。 国土地理院
地理空間情報部情報
普及課

はん濫域に浸水センサーを設置
し、浸水状況をインターネット等を
通じて一般に提供するとともに、
地域住民等からも浸水状況を収
集し、併せて提供する。

２１年度以降 すべての国管理河川
阿武隈川をモデル河川に選定し、
実施内容を検討。

モデル河川において、情報提供を開
始。

河川局 治水課

具体的な防災行動に結びつくよう
新しいレベルを設定して各火山
に導入するとともに、火山情報等
で用いられる用語を分かりやすく
改善する。

２１年度以降
早急に防災対策が必要
な火山

火山情報等に対応した火山防災対
策検討会において、火山情報の改
善等について検討。

新しいレベルを設定し、１６火山に導
入。

気象庁 地震火山部火山課

台風災害防止のため、台風予想
位置・強度等の台風情報の改善
を図る。

２１年度 全国民
台風情報の改善内容を整理し、報
道機関等情報を利用する防災関係
機関等に対し周知（３月）。

現在１２時間刻みで提供している情
報を３時間刻みで提供するなど台風
情報を改善（４月）。

気象庁 予報部業務課 別１２

「突風等に対する短時間予測情
報」を開発し、その利活用方策を
実用化する。

２２年度 全国民
災害事例の収集・分析を行うととも
に、鉄道・電力等の事業者との検討
会設置に向けて調整。

情報利活用検討会を設置し、予測技
術や突風等に関する情報の内容に
ついて検討。また、ドップラーレー
ダー等を利用し、突風のおそれが高
まった旨を知らせる気象情報の発表
を開始。

検討会において、突風等に関する情
報の利活用体制について検討。

２２年度を目途に、突風等に対する
短時間予測情報（１０分刻みで１時間
先まで予測）を提供。

気象庁 予報部業務課 別１３

【改善２】情報の発信における改善

１）（利用者からの道路被災状況の情報）

④噴火時等の火山情報の改善＜追加＞

引き続き基礎調査及び実証実験を重ねるとともに、実証実験の結果を踏まえ、「GIS防災情報ボランティア」の体
制を順次拡充。

緊急地震速報の高度化に向けて検討。

引き続き試験運用を継続するとともに、その結果を踏まえ、一般国民からの登録情報の内容に関する検討を行っ
た上、運用開始。

２）（洪水予報河川・はん濫予報河川の拡大）

３）（緊急地震速報）

４）（エレベーター閉じ込めからの救出見込み時
間）

５）（ＧＰＳ波浪計の活用による津波情報の迅速
化）

③未確認情報の提供（スピード重視の情報提
供）

①台風情報の充実

２）（「ＧＩＳ防災情報ボランティア」の情報発信拡
大）

３）（地域住民からの浸水情報の発信）

②突風等に対する短時間予測情報の提供

（１）提供情報の精度の向上・内容の充実

２１年度を目途に、現在３日先まで実施している台風予報を５日先まで延
長。

モデル河川における情報提供の結果を踏まえ、浸水情報を提供する河川
を順次拡大。

地域における検討を踏まえ、体制の整った火山から順次新しいレベルを
導入。また、新たな火山用語による運用開始。

表2 



施策の内容 達成年度 対象 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度以降 担当局等 担当部課名 別紙参考資料

達成年度欄は、　○○年度、２１年度以降、○○年度（以降順次改善）の３通りであり、各施策の達成年度となる年度欄を着色■している。

項目

地震の発生メカニズムを反映した
精度の高い津波予報を提供する
とともに、国土交通省の潮位デー
タの共有化により津波情報を充
実化する。

１９年度 全国の沿岸

地震発生メカニズムを反映した津波
予測のデータベースを一部海域に
ついて作成するとともに国と地方の
関係機関による潮位データ共有化
のためのシステムを整備（３月）。

地震発生メカニズムを反映した津波
予測のデータベースの海域を拡張す
るとともに潮位データの共有化を開
始し、津波情報を充実化。

- -
気象庁
港湾局

地震火山部管理課
技術企画課技術管理
室

別１４

高度な高潮予測を提供するシス
テムを整備し、海岸地形を取り込
んだ任意地点における詳細な高
潮予測情報を提供する。

１９年度
（以降順次改善）

全国の沿岸

国と地方の関係機関により潮位
データを共有化するとともに、詳細
な沿岸地形にも対応する予測モデ
ルを一部海域について開発（３月）。

高潮・高波予測機能を強化し、高分
解能の高潮予測情報の提供を一部
海域について試行的に開始。

気象庁

河川局
港湾局

地球環境・海洋部地球
環境業務課
海岸室
海岸・防災課

別１５

地震や火山活動による被災の状
況を人工衛星データを用いて解
析し、被災地域を推定した地図作
成の技術開発を行い、実用化す
る。

２１年度以降 全国各地
陸域観測技術衛星（だいち）を活用
して被災地域推定地図の作成・提
供について技術的に検討。

技術的検討結果に基づき、地殻変動
による被災地域推定地図の試作版を
作成。

被災地域推定の高度化及び運用に向けた技術開発を実施。 国土地理院
測地部
測地観測センター

別１６

異常気象が発生した要因や見通
しについて、国として統一的な見
解を早期に提供する。

１９年度 全国民
大学・研究機関と連携して異常気象
を分析するための体制について検
討。

大学・研究機関とともに異常気象検
討会を設置し、情報提供を開始。

- - 気象庁
地球環境・海洋部地球
環境業務課

急激な水位の上昇が発生する中
小河川において、１０分間隔での
洪水予測を実施する。

２２年度
一級水系の主要な約９
００の中小河川

２２年度までに約９００の中小河川で情報を提供。 河川局
河川計画課
治水課

鉄道事業者において、輸送障害
が発生した場合、概ね５分を目安
に現状・経過等の情報を利用者
へ提供する。

１８年度 鉄道事業者
地方運輸局から管内事業者の実施
状況についてフォローアップ報告を
受け、取組推進を要請（１月）。

- - - 鉄道局 業務課

鉄道事業者に対し、他社の事例
の周知など地震発生後の早期再
開に関する事業者の取組みを促
す。

１８年度 鉄道事業者

ＪＲ会社、関係協会等に対し、地震
発生後の早期運転再開に向けた取
組について事務連絡を発出（１２
月）。

- - - 鉄道局 安全監理官

首都高速道路において、通行止
めとする規制対象エリアを都県単
位から更に限定した運用に改善
する。

２０年度 首都高速道路
道路情報提供システム等を改修し、
規制対象エリアを限定した運用を開
始。

- 道路局 有料道路課

時々刻々と変化する河川の水位
等の状況を画像情報でビジュア
ルに常時提供する。

１９年度 約４００市町村
専用光ファイバ網に接続する市町
村を約３３０に拡大。

専用光ファイバ網に接続する市町村
を約４００に拡大。

- - 河川局 河川計画課

河川管理者と市町村との間で調
整を行い、河川ごとに「はん濫警
戒情報」発出の目安となる「避難
判断水位」を設定する。

２１年度
洪水予報河川及び水位
周知河川（約２２００）

洪水予報河川における避難判断水
位を設定し、それに伴う洪水予報文
を変更。

洪水予報河川について、運用開始
（４月）

河川局
河川計画課
治水課

地震・津波に関する航行警報に
ついて、情報の入手から発出ま
での工程を自動化し、最速で１．
５分に短縮する。

１８年度 全船舶
システム開発、運用試験等を行い、
地震・津波に関する航行警報発信
をシステム化（３月）。

- - - 海上保安庁
海洋情報部航海情報
課水路通報室

社会資本整備に係る危機管理の
ためのアカウンタビリティの実施
手法について、新行動指針に盛
り込む。

１８年度 国土交通省の各部局

有識者懇談会の意見を踏まえ、「ア
カウンタビリティ向上新行動指針（仮
称）」を策定し、関係者に周知（３
月）。

- - - 大臣官房 技術調査課

非常時の広報対応窓口となる者
の明確化を図る。

１９年度 国土交通省の各部局

広報ガイドブックを改訂（８月）。報
道の窓口となる広報担当者の設置
について各部局に促すとともに、各
部局における体制を把握するため
の調査を実施。

各部局の広報担当者を明確化（６
月）。

- - 大臣官房 広報課

試行の結果を踏まえ、情報の内容を順次拡充。

中小河川における水位予測手法について検討。

規制対象エリアを限定した運用とするための道路情報提供システムの改
修や運用方法等について検討。

①避難に要する時間を見込んだ「避難判断水
位」の設定

②水位情報等の常時公表

⑤夜間等における被災状況情報の高精度化

⑥異常気象分析情報の提供

⑦中小河川における水位予測情報の提供

①鉄道に係る輸送障害時の情報提供

③津波予報の精度向上と津波情報の充実化

④高潮予測情報の高度化

（４）情報の発出体制の強化

①危機発生時におけるアカウンタビリティの向
上

②責任ある報道対応体制の確立

②地震・津波に関する航行警報発信までの時間
の短縮

（２）情報提供頻度の見直し

（参考）鉄道・道路における一時中断からの早期
再開対策

（３）情報発出のタイミングの改善

水位周知河川について、２１年度までに順次指定を拡大し、「避難判断水
位」を設定。

表3 



施策の内容 達成年度 対象 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度以降 担当局等 担当部課名 別紙参考資料

達成年度欄は、　○○年度、２１年度以降、○○年度（以降順次改善）の３通りであり、各施策の達成年度となる年度欄を着色■している。

項目

陸・海・空の公共交通機関に係る
運行障害情報を一元的かつリア
ルタイムに収集・提供する体制を
確立する。

２０年度
（以降順次改善）

公共交通機関の利用者
学識経験者、事業者等を構成員と
した検討委員会でシステムのあり方
について検討。

検討委員会の検討結果、実証実験を
踏まえ、システムを構築。

運用を開始し、随時見直しを実施。 総合政策局
情報管理部情報企画
課
技術安全課

別１７

各港湾における港湾施設の利用
可否情報を一元化し、一覧性を
もって公開する。

２０年度
（以降順次改善）

港湾利用者
学識経験者、港湾管理者等を構成
員とした検討委員会で、情報内容に
ついて検討。

検討委員会の検討結果を踏まえ、シ
ステムを構築。

試行運用を開始し、随時見直しを実施。 港湾局
海岸・防災課
災害対策室

別１８

降雨を排水する河川及び下水道
の増水状況等に関する総合的な
情報を市町村・市民に提供する。

２１年度以降
河川管理者・下水道管
理者

河川・下水の連携による増水情報
について、内容や提供方法につい
て検討。

都市・地域整備局
河川局

下水道部下水道事業
課
治水課

別１９

鉄道不通時に代替輸送機関の運
行状況を提示するなどの利用者
への情報提供を速やかに行う。

１８年度 鉄道事業者
鉄道事業者に対し、災害時の代替
輸送機関の利用者への情報提供を
徹底するよう通知（１２月）。

- - - 鉄道局 業務課

下水道管理者と河川管理者が連
携して下流の水道事業者に下水
流出情報を提供するための情報
連絡体制を強化する。

１８年度
河川管理者・下水道管
理者

水質汚濁防止連絡協議会に下水管
理者を加えることにより、情報連絡
体制を整備するよう地方整備局に
対し通知（１０月）。

- - -
都市・地域整備局
河川局

下水道部流域管理官
河川環境課

同一エリア内の公物管理者同士
が相互に連携して災害時の利用
制限情報を統合的に提供する。

１８年度
（以降順次改善）

道路管理者

「豪雪地帯対策基本計画（平成１８
年１１月１４日閣議決定）」に基づ
き、道路管理者等の豪雪時の関係
機関による情報連絡本部を国道事
務所等に設置（１月）。

道路局
国道・防災課
道路防災対策室

カーナビ（ＶＩＣＳ）等を活用し道路
利用者に災害情報等を提供す
る。

２０年度 道路利用者 運用開始。 -
河川局
道路局

河川計画課
道路交通管理課ＩＴＳ推
進室

都道府県等への水防警報等の
提供について、従来のＦＡＸ伝達
に加え、電子メールよる伝達を促
進する。

１８年度 地方公共団体
電子メールを用いた国からの情報
伝達を順次実施。

- - - 河川局
防災課
治水課

港湾施設の利用可否情報の通
知について、従来のＦＡＸ伝達に
加え、電子メールよる伝達を促進
する。

１９年度 港湾管理者
荷主等への電子メールを用いた情
報伝達について事例収集を実施。

電子メールで提供する港湾の利用可
否情報について、標準的な文案集を
作成し、台風シーズン前を目処に各
港湾管理者へ配布。以後、各港湾管
理者の意見を踏まえて文案集の改
善を進め、その活用を促す取り組み
を実施。

- - 港湾局
海岸・防災課
災害対策室

地方公共団体が大容量の防災
情報を入手できるよう、河川・道
路用の光ファイバに接続された
地方公共団体の拡大を図る。

１９年度 約４００市町村
専用光ファイバ網に接続する市町
村を約３３０に拡大。

専用光ファイバ網に接続する市町村
を約４００に拡大。

- -
河川局
道路局

河川計画課
国道・防災課

コンビニエンスストア、ガソリンス
タンド、携帯電話の電子メール等
を通じた通行規制に関する国民
への情報提供を拡充する。

１８年度
（以降順次改善）

北海道の道路利用者
北海道において、携帯電話による
情報提供に道道の情報を追加（８
月）。

北海道局 地政課 別２０

地下鉄の電波遮断空間において
も情報受信ができるよう地上波放
送の再送信設備整備促進を行
う。

２２年度
首都直下、東海、東南
海、南海地震の影響を
うける地下鉄

地下鉄内での地上波放送の再送信
設備の仕様等について検討。

鉄道局 施設課 別２１

①一元的・広域的な情報の提供

１）（河川・下水の連携による増水情報）

情報を提供するコンビニエンスストア、ガソリンスタンド等を拡大するとともに、情報提供の内容等を拡充。

カーナビを通じた災害情報の提供について、情報内容と提供方法につい
て検討し、システムを構築。

１）（一元的・リアルタイムな公共交通機関情報）

２）（一元的・広域的な港湾施設情報）

②異なる主体間の連携による情報提供の総合
化

②対国民

（２）プッシュ型のリアルタイム情報提供システム
（ＶＩＣＳによる災害情報の提供）

（１）一元的・横断的な情報提供システム

（コンビニ、ＧＳ、携帯電話で通行規制情報）

【改善３】情報の伝達の改善

（地下鉄内の不感地対策）

２）（鉄道不通時の代替輸送機関情報）

３）（下水・河川の連携による下水流出情報）

（３）伝達の迅速化・ルートの多重化
（電子メールの活用）

４）（同一エリア内の公物管理者同士）

①対地方公共団体

（４）エンドユーザーに対する防災情報のダイレ
クトな提供

１９年度にモデル箇所で試行を進めつつ、その結果も踏まえて総合的な情報提供に関するマニュアル等を整理
し、地方公共団体に周知。

道路管理者等の関係機関による情報連絡本部を国道事務所等に順次設置し、道路情報の一元的な集約と情
報提供を推進。

２２年度までに、首都直下、東海、東南海、南海地震の影響をうける地下鉄について地上波放送の再送信設備
を整備。

表4 



施策の内容 達成年度 対象 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度以降 担当局等 担当部課名 別紙参考資料

達成年度欄は、　○○年度、２１年度以降、○○年度（以降順次改善）の３通りであり、各施策の達成年度となる年度欄を着色■している。

項目

要援護者に対して災害情報をテ
レビ・携帯電話・情報家電等で受
け取ることができるよう統一的な
技術仕様を策定する。

２０年度 要援護者

災害時要援護者に対し提供すべき
災害情報の内容を整理。また既存
のシステム等を利用する情報提供
に必要な機能・設計要件等を整理
し、様々な通信・放送プラットフォー
ムに向けた情報の発信方法を検
討。

災害時におけるマルチプラットフォー
ムに向けた情報提供において、ICT
を利用する範囲を検討し、必要な情
報変換技術を標準化。

一部地方整備局等において実証実
験を行い、改善を加えた後、運用開
始。

-
国土技術政策
総合研究所

高度情報化研究セン
ター
　情報基盤研究室
危機管理研究センター
　水害研究室

外国人宿泊客等に対する災害情
報等の提供について、英語以外
の言語による非常放送の実施等
の充実化を行う。

１９年度 ホテル事業者等

（社）日本ホテル協会において、災
害対策マニュアルを見直すための
アンケート調査を整理。また、リアル
タイムの災害情報等を外国語等で
提供する実証実験を山梨県富士河
口湖町で実施（１月）。

アンケート調査の結果を踏まえ、年
度内にマニュアルを見直し、事業者
に通知。

- - 総合政策局（観光） 観光事業課

外国人旅客の利用が多い公共交
通機関において、外国語等によ
る案内情報提供の実施を促進す
る。

１８年度

外客来訪促進法に基づ
く指定区間において事
業を経営する公共交通
事業者

公共交通事業者等に対し、「公共交
通機関における外国語等による情
報提供促進措置ガイドライン」を通
知（４月）。また、年度内に対象事業
者が情報提供促進実施計画を作
成。

- - - 総合政策局（観光）
観光地域振興課観光
地域活動支援室

輸出入貨物を取り扱う主要港湾
において、海外ユーザーへの他
言語による防災情報を提供する
仕組みを構築する。

１８年度
（以降順次改善）

港湾管理者
港湾における多言語での災害情報
提供についての事例を収集し、事例
集を作成（３月）。

多言語での防災情報の提供の取り
組みの促進のため、防災用語の言
語別対応表を作成し、台風シーズン
前を目処に各港湾管理者に配布。

- - 港湾局
海岸・防災課
災害対策室

防災情報を住民に確実に提供す
るため、通信ネットワークの市町
村接続先の拡大等を行う。

１９年度 約４００市町村
専用光ファイバ網に接続する市町
村を約３３０に拡大　。

専用光ファイバ網に接続する市町村
を約４００に拡大。

- - 河川局 河川計画課

被災地における下水道使用の自
粛・禁止・復旧見込み等に係る周
知方法をマニュアル化する。

１８年度 地方公共団体
「下水道の地震対策マニュアル」を
作成し（８月）、会議等において地方
公共団体に対し周知（９月）。

- - - 都市・地域整備局
下水道部下水道事業
課

地震時にエレベーターの閉じ込
めが発生した場合、利用者に必
要な情報提供をすることができる
よう、「昇降機耐震設計・施工指
針」を見直す。

２１年度以降 エレベーター事業者

社会資本整備審議会建築分科会の
建議「エレベーターの地震防災対策
の推進について」を踏まえ、(社)日
本エレベータ協会に対し、エレベー
ター閉じ込め時のかご内での安全
安心情報の提供方法等に関する検
討を要請（７月）。

「昇降機耐震設計・施工指針」を見直し、業界団体等に周知。 住宅局 建築指導課

官庁施設に設置するエレベー
ターについて、公共建築工事標
準仕様書の改訂を行う。

１８年度
官庁施設に設置するエ
レベーター

公共建築工事標準仕様書を改訂（２
月）。

- - - 官庁営繕部 設備・環境課

海外旅行者の携帯電話の番号
等を事前に旅行業者に登録し、
テロ事件・自然災害等発生時の
安否確認や情報提供を迅速にで
きるようにする。

１８年度
（以降順次改善）

日本人海外旅行者
旅行業関係者等を委員とした検討
会において携帯電話の活用策を策
定後、リーフレット等を作成（３月）。

総合政策局（観光） 観光事業課

「洪水ハザードマップ作成要領」
および「洪水ハザードマップ作成
の手引き」に即し、洪水ハザード
マップを作成・公表する。

２１年度

洪水予報河川及び水位
情報周知河川の浸水想
定区域にかかる全市町
村（約１５００）

５５２市町村において、洪水ハザー
ドマップを作成。

河川局 治水課

内水ハザードマップと洪水ハザー
ドマップの総合化を行う。

２１年度以降
内水・洪水両ハザード
マップを作成すべき全
市町村

モデル市町村を選定（３月）。 ２１年度以降ガイドラインを作成。
河川局
都市・地域整備局

治水課
下水道部流域管理官

モデル市町村において、関係部局との調整を図り、ハザードマップの総合
化を実施。

①各種ハザードマップの整備促進

リーフレット等を活用し、旅行者への周知・啓発を徹底。

目標達成に向け、四半期毎に作成状況を公表するなどの促進策を実施。

（６）渦中の被災地等への確実な情報の伝達

①要援護者向けの災害情報提供技術の仕様化

②エレベーター閉じ込め者への自動音声案内・
文字表示

①被災地（自治体・住民）への情報

１）洪水ハザードマップ

（直轄ネットワークへの市町村接続拡大）

（汚水漏れ情報の周知方法のマニュアル化）

【改善４】ハザードマップ等の改善

③日本人海外旅行者の携帯電話へのテロ等情
報

２．平時における広報活動

３）港湾の海外ユーザーに多言語で防災情報を
提供

２）公共交通機関での外国語による異常時情報

（５）要援護者や外国人に対する防災情報提供
の改善

１）外国人宿泊客等向け（英語以外でも放送）

（１）ハザードマップによる情報提供の拡大・徹底

②多言語での情報提供
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施策の内容 達成年度 対象 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度以降 担当局等 担当部課名 別紙参考資料

達成年度欄は、　○○年度、２１年度以降、○○年度（以降順次改善）の３通りであり、各施策の達成年度となる年度欄を着色■している。

項目

「内水ハザードマップ作成の手引
き」に即し、内水ハザードマップを
作成・公表する。

２１年度
浸水対策を緊急に実施
すべき６２市町村

１２市町村において、内水ハザード
マップを作成。

都市・地域整備局 下水道部流域管理官

「建築物の耐震診断及び耐震改
修の促進を図るための基本的な
方針」に基づき、地震防災マップ
を作成・公表する。

２０年度 全市町村
２６都道府県、４市町村において、
地震防災マップを作成。

- 住宅局 建築指導課

「地震危険度マップ作成マニュア
ル」に即し、地震危険度マップを
策定する。

２０年度

密集市街地のうち特に
大火の可能性が高い危
険な市街地の全域（約
8,000ha）

４５市町村（4,528ha）において、市街
地火災に関する地震危険度マップ
を作成済。

- 都市・地域整備局 まちづくり推進課

「大規模盛土造成地の変動予測
調査ガイドライン」に即し、宅地ハ
ザードマップを作成・公表する。

２１年度 全大規模盛土造成地

宅地ハザードマップの作成ガイドラ
イン（大規模盛土造成地の変動予
測調査ガイドライン）を策定し、各地
方公共団体に周知（９月（３月に改
定））。

目標達成に向け、マップ作成のための補助（宅地耐震化推進事業）などの促進策を実施。 都市・地域整備局 都市計画課

「土砂災害ハザードマップ作成の
ための指針と解説（案）」に即し、
土砂災害ハザードマップを作成・
公表する。

２１年度

重点地域（近年大規模
な災害を受けた箇所や
災害時要援護者施設を
含む箇所等、約6000箇
所）

３，２７６箇所において、土砂災害ハ
ザードマップを作成。

目標達成に向け、マップ作成のための補助（総合流域防災事業）などの促進策を実施。 河川局 砂防計画課

「津波・高潮ハザードマップマニュ
アル」に即し、津波・高潮ハザード
マップを作成・公表する。

２１年度
重要沿岸域を含む全市
町村及び全ゼロメート
ル地帯（６５７市町村）

１８５市町村において津波ハザード
マップを作成。また、５６市町村にお
いて高潮ハザードマップを作成。

目標達成に向け、マップ作成のための補助（津波・高潮危機管理対策緊急事業）などの促進策を実施。
河川局
港湾局

海岸室
海岸・防災課

既存の避難所等を見直し、土砂
災害等に対する安全性が確保さ
れた避難路、避難場所を設定す
る。

２１年度 全市町村

避難場所の保全を促進するため、
砂防関連施設整備事業の採択基準
を拡充（４月）。
洪水ハザードマップについて、市町
村の具体的な取組みを支援するよ
う整備局、都道府県に対し通知（１０
月）。
密集市街地について、地震危険度
マップ等の作成に合わせ、避難場
所の点検等を実施するよう、整備局
を通じて地方自治体に対し通知（１
１月）。

河川局

都市・地域整備局

治水課
砂防計画課
海岸室
まちづくり推進課
都市計画課
下水道部流域管理官

各種ハザードマップの内容を充
実させ、情報を受けてから避難等
の行動に移るまでのリードタイム
の短縮等を図る。

１８年度
（以降順次改善）

全市町村

洪水ハザードマップについて、市町
村の具体的な取組みを支援するよ
う整備局、都道府県に対し通知（１０
月）。

河川局
治水課
砂防計画課

住民参加による実践訓練を全国
各地で実施し、発災時における
迅速な行動を確実なものとする。

１８年度
（以降順次改善）

全市町村

洪水ハザードマップについて、市町
村の具体的な取組みを支援するよ
う整備局、都道府県に対し通知（１０
月）。

河川局
治水課
砂防計画課
海岸室

複数のマップの集約や複数原因
を想定した総合的なマップ作成な
ど利用者本位によるハザードマッ
プの総合化に取り組む。

２１年度以降 全市町村
洪水ハザードマップと内水ハザード
マップの総合化について、モデル市
町村を選定（３月）。

２１年度以降ガイドラインを作成。

都市・地域整備局
河川局

港湾局
国土地理院

下水道部流域管理官
治水課
砂防計画課
海岸室
海岸・防災課
地理調査部防災地理
課

全国の各種ハザードマップを一
元的に検索・閲覧可能なポータ
ルサイトを設置する。

１９年度 全市町村

全国の各種ハザードマップを一元
的に検索・閲覧可能なポータルサイ
トを構築するための実態調査や体
制整備を実施。

ハザードマップポータルサイトの運用
を開始。(４月）

- -

都市・地域整備局
河川局

港湾局
国土地理院

下水道部流域管理官
治水課
砂防計画課
海岸室
海岸・防災課
地理調査部防災地理
課

別２２

地震時のエレベーターの運行方
法や閉じ込められた場合の対処
方法などの情報の提示や防災訓
練等を通じて周知を行う。

１８年度 エレベーターの利用者

(社)日本エレベータ協会に対し、地
震時のエレベーターの利用方法等
について、ホームページ等による情
報提供を要請（７月）。

- - - 住宅局 建築指導課

７）津波・高潮ハザードマップ

５）大規模盛土造成地に係る宅地ハザードマッ
プ

６）土砂災害ハザードマップ

モデル市町村において、関係部局との調整を図り、ハザードマップの総合
化を実施。

２）内水ハザードマップ

（２）地震時のエレベーター運行方法等に関する
情報提供

４）地震危険度マップ

①利用者への周知（閉じ込め時の対処法）

３）地震防災マップ

１）被災可能性のある避難場所等の見直し

②避難所等の見直し、ハザードマップの充実・
徹底

洪水ハザードマップに「発災時に提供される水位等情報」と「とるべき避難行動」との関係を明示する等、住民の迅
速な避難行動に結びつくよう内容を充実化。

自ら危険な場所や避難場所等を確認することにより、発災時における迅速な行動を確実なものとするため、住民
参加による実践訓練を全国各地で実施。

２）ハザードマップの充実

３）ハザードマップの浸透

③ハザードマップの総合化への取組

各種ハザードマップの作成とあわせて点検を行い、市町村防災会議等による安全な避難経路、避難場所の設定
を促進。

目的達成に向け、内水ハザードマップ作成の前提となる浸水シミュレーション等について、先進的な取組事例に
おける考え方を市町村に助言するなどの促進策を実施。

目標達成に向け、マップ作成のための補助（住宅・建築物耐震改修等事
業）や建築物防災週間における普及活動などの促進策を実施。

目標達成に向け、マップ作成のための補助（都市防災総合推進事業等）
などの促進策を実施。
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施策の内容 達成年度 対象 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度以降 担当局等 担当部課名 別紙参考資料

達成年度欄は、　○○年度、２１年度以降、○○年度（以降順次改善）の３通りであり、各施策の達成年度となる年度欄を着色■している。

項目

日常の管理方法、地震時の対応
方法、地震時における復旧の優
先度等についての情報提供を行
うよう徹底する。

１８年度 建物管理者等

(社)日本エレベータ協会に対し、地
震時のエレベーターの利用方法等
について、ホームページ等による情
報提供を要請（７月）。

- - - 住宅局 建築指導課

官庁施設管理者に対し、業務継
続計画に資する官庁施設の整
備・運用計画作成のためのガイド
ライン等を提供する。

２０年度 官庁施設管理者
非常時に備えた施設整備・運用の
考え方について民間企業からヒアリ
ングを実施（１２月）。

年度末を目途に施設整備・運用計画
作成のためのガイドラインを構築　。

ガイドラインの運用を開始するととも
に、地方機関等に対して周知。

- 官庁営繕部 設備・環境課

災害・事故時に国民がどこでどの
ような情報が得られるかについ
て、平時からＰＲを行う。

１８年度
（以降順次改善）

全国民

防災に関する各施策のポスター掲
示やパンフレット配布等を通じて、
災害・事故情報へのアクセス方法を
周知。

河川局
道路局

都市・地域整備局
港湾局
鉄道局
自動車交通局
海事局
航空局

河川計画課
国道・防災課道路防災
対策室
都市防災対策室
海岸・防災課
安全監理官
総務課安全監査室
運航労務課
航空保安対策室

別２３

陸・海・空の公共交通機関に係る
運行障害情報を一元的かつリア
ルタイムに収集・提供する体制を
確立する。（再掲）

２０年度
（以降順次改善）

公共交通機関の利用者
学識経験者、事業者等を構成員と
した検討委員会でシステムのあり方
について検討。

検討委員会の検討結果、実証実験を
踏まえ、システムを構築。

運用を開始し、随時見直しを実施。 総合政策局
情報管理部情報企画
課
技術安全課

首都直下地震に見舞われた場合
に、国土交通省が実施すべき応
急対策業務について、ＢＣＰを策
定する。

１９年度 国土交通省
継続すべき優先業務を抽出するとと
もに、業務継続のための要員及び
執務環境の確保について検討。

国土交通省ＢＣＰを作成（６月）。 - - 河川局 防災課災害対策室 別２４

首都直下地震に見舞われた場合
に、国土交通省が実施すべき一
般継続実施業務について、ＢＣＰ
を策定する。

１９年度 国土交通省
継続すべき優先業務を抽出するとと
もに、業務継続のための要員及び
執務環境の確保について検討。

国土交通省ＢＣＰを作成（６月）。 - - 河川局 防災課災害対策室

国土交通省ＢＣＰについて、訓練
結果等を踏まえて不断に見直し
を行う。

１９年度
（以降順次改善）

国土交通省
継続すべき優先業務を抽出するとと
もに、業務継続のための要員及び
執務環境の確保について検討。

国土交通省ＢＣＰを作成し（６月）、訓
練・実践を踏まえて必要な見直しを
実施。

河川局 防災課災害対策室

国土交通省防災業務計画を改定
し、発災時に国土交通省の活動
機能が低下した場合でも、業務
継続ができる体制の整備につい
て位置づける。

１８年度 国土交通省
国土交通省防災業務計画を改定（８
月）

- - - 河川局 防災課災害対策室

先進的な取組事例をホームペー
ジ上に紹介する等、建設業者に
よるＢＣＰ策定を促進するための
方針を検討し、実行する。

１８年度 建設業者

(社)日本建設業団体連合会に対し、
ＢＣＰの策定が進むよう検討を要請
（５月）。同連合会において「建設Ｂ
ＣＰガイドライン」を策定し、ホーム
ページ等に掲載（７月）。

- - - 総合政策局 建設業課

引き続き、訓練・実践を踏まえて継続的に見直しを実施。

３．事業継続計画への取組み

【改善５】災害・事故時に行われる情報提供につい
ての広報

〔提供される情報及びその内容の周知〕

（１）災害時の応急対策の実施上必要な関係者
のＢＣＰ

国土交通省ホームページの防災情報の内容を随時更新・拡充するとともに、防災訓練や防災に関する各種説明
会、パンフレットの活用、地方自治体・交通事業者等を通じたＰＲ等、災害・事故情報へのアクセス方法を周知。

②建物管理者等への周知

（２）防災業務計画の改定等

（１）スパイラルアップ

【取組４】民間企業によるＢＣＰ作成促進

①建設業者

（国土交通省のその他業務のＢＣＰの策定）

【取組３】スパイラルアップと業務継続に関する枠
組み

【取組２】国土交通省のその他業務のＢＣＰの策定

【取組１】国土交通省の首都直下地震応急対策業
務のＢＣＰの策定

（国土交通省の首都直下地震応急対策業務の
ＢＣＰの策定）
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施策の内容 達成年度 対象 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度以降 担当局等 担当部課名 別紙参考資料

達成年度欄は、　○○年度、２１年度以降、○○年度（以降順次改善）の３通りであり、各施策の達成年度となる年度欄を着色■している。

項目

１８年度 鉄道事業者
ＪＲ会社、関係協会等に対し、鉄軌
道事業者におけるＢＣＰ策定の推進
について事務連絡を発出（１２月）。

- - - 鉄道局
業務課
安全監理官
施設課

１８年度
トラック事業者及びバス
事業者

（社）全日本トラック協会（９月）及び
（社）日本バス協会（３月）に対し、Ｂ
ＣＰ作成を促進するための事務連
絡を発出。

- - - 自動車交通局
貨物課
旅客課

１８年度 海運事業者
所管する海運関係団体に対し、ＢＣ
Ｐ作成を促進するための事務連絡
を発出（９月）。

- - - 海事局
外航課
内航課
運航労務課

１８年度 航空事業者
定期航空協会に対し、ＢＣＰ作成を
促進するための事務連絡を発出（２
月）。

- - - 航空局 航空保安対策室

保守会社にできる限りＢＣＰの策
定が進むよう関係団体等を通じ
て働きかけを行う。また、災害発
生時に保守員が現場への到着が
遅れることのないよう関係機関と
調整を行う。

１８年度 エレベーター保守会社
(社)日本エレベータ協会に対し、ＢＣ
Ｐの策定が進むよう検討を要請（７
月）。

- - - 住宅局 建築指導課

継続を図るべき重要業務の受託
企業にＢＣＰの策定を要請すると
ともに、今後の再調達の機会を
捉えて、ＢＣＰの策定を契約条件
とするよう改める。

２１年度以降 通信事業者等

行政情報システム（メール、インター
ネット、地方支分局とのネットワー
ク）の再調達時にＢＣＰの策定を契
約条件に盛り込むよう検討。

総合政策局 情報管理部情報企画
課行政情報システム室

東京湾の主要港湾について、港
湾管理者のみならず多数の関係
者が連携して協議会において検
討を行い、ＢＣＰを策定する。ま
た、川崎港東扇島基幹的広域防
災拠点についてBCPを策定す
る。

１９年度
東京湾の主要港湾及び
東扇島基幹的広域防災
拠点

港湾関係者による検討会を設置し、
東京湾主要港湾におけるBCP策定
について検討。
川崎港東扇島の基幹的広域防災拠
点についてもＢＣＰ策定について検
討を実施。

１８年度の検討を踏まえ、６月にＢＣ
Ｐ（素案）を策定。その後、関係者へ
周知し、１９年秋に東扇島で防災訓
練を実施するなどの取組を進め、
BCPを継続的に改善。

- - 港湾局
海岸・防災課
災害対策室

別２５

国土交通省所管の関係事業者に
対し、業務継続に向けた取組の
重要性を伝え、ＢＣＰを策定する
よう働きかけを行う。

１８年度 国土交通省所管事業者

不動産業団体、各宿泊団体等に対
し、業務継続に向けた取組の重要
性を機会あるごとに説明し、検討を
要請。

- - -
総合政策局 不動産業課

観光事業課

技術力の高い水防専門家をネッ
トワーク化し、水防団等が行う訓
練・講習会に講師として派遣する
仕組みを構築し、水防団等の技
術力向上を支援する。

１８年度
（以降順次改善）

水防団

水防専門家ネットワークの枠組みを
構築し、その利用促進を図るよう通
知し（２月）、地方整備局において水
防専門家会議を実施。

地方整備局等において水防専門家
会議を実施するなど、水防専門家
ネットワークの活用を促進。

河川局 防災課 別２６

上下流の水防団等、水防管理団
体及び河川管理者の間で、水防
団等の活動状況や各水防団等
が保有する資器材等に関する情
報を共有化する仕組みを構築す
る。

１９年度 河川管理者、水防団等
情報の集約・発信方法について検
討。

試行の結果を踏まえて情報の集約・
発信方法を整理し、情報共有を図る
よう周知。

- - 河川局 防災課

市町村を越えて活動するＮＰＯ等
への災害対策機械の貸与につい
て検討を行い、広域的な水防活
動を支援する。

２１年度以降 ＮＰＯ等

有識者懇談会において、災害時の
建設機械等による災害対策復旧支
援のあり方について有識者より提言
（２月）。

提言の内容について段階的に実施。 総合政策局 建設施工企画課

洪水に関する図記号を作成し、
市街地に想定浸水深や避難場所
等を表示するまるごとまちごとハ
ザードマップを全国展開する。

２１年度
すべての国管理河川の
流域

都道府県及び地方整備局に対し、
まるごとまちごとハザードマップの推
進について通知（７月）。

河川局 防災課災害対策室 別２７

４．自助・共助・公助の機能強化～地域の防災力の
再構築～

ＢＣＰガイドラインの周知等により
各事業者にできる限りＢＣＰを策
定するよう働きかけを行う。

全国的に水防専門家ネットワークを展開。①水防活動の技術向上

③まるごとまちごとハザードマップの全国展開

②情報共有による水防活動の効率化

（３）所管業界におけるＢＣＰ作成の促進

（２）多数の関係者が一体となったＢＣＰ策定

④通信事業者等の受託企業

【取組５】地域の防災力の再構築

（１）水防体制

②運輸事業者

③エレベーターの保守会社

引き続き、機能継続を図るべき行政情報システム（メール、インターネット、地方支分局とのネットワーク）につい
て、再調達時にＢＣＰの策定状況を総合評価基準の加点項目とする等、契約条件に盛り込むよう改定。

先行的に実施するモデル河川を各地方整備局にて選出し、２１年度までにすべての国管理河川の流域で実施。

表8 



施策の内容 達成年度 対象 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度以降 担当局等 担当部課名 別紙参考資料

達成年度欄は、　○○年度、２１年度以降、○○年度（以降順次改善）の３通りであり、各施策の達成年度となる年度欄を着色■している。

項目

学校教育等の場で「マイ・ハザー
ドマップ」を作成する取組を、全国
各地へ展開する。

１９年度
（以降順次改善）

全国各地
２つのモデル小学校において、「マ
イ・ハザードマップ」の作成を検証。

マイ・ハザードマップ作成に関する課
題を整理して「防災学習マニュアル」
を作成。

河川局 防災課災害対策室 別２８

洪水・高潮や津波の発生に際し、
身近にあるビル等の開放により
地域住民が避難することができ
るよう、「水害避難ビル」（仮称）を
指定する。

２１年度

洪水予報河川及び水位
周知河川（約２２００）の
うち、指定が必要な河
川

「津波避難ビル等に係るガイドライ
ン」を参考に河川における水害避難
ビルの枠組みについて検討。

２１年度までにすべての河川について検討を行い、必要に応じて水害避難ビルを指定。
河川局

港湾局

治水課
海岸室
海岸・防災課

防災教育の推進や地域活動の
支援を図るほか、津波防災総合
訓練を実施する。

１８年度
（以降順次改善）

全国各地
徳島県小松島市において、大規模
津波防災総合訓練を実施（７月）。

河川局
港湾局

海岸室
海岸・防災課

別２９

経営事項審査において、国や地
方公共団体と防災協定を結んで
社会貢献を果たしている建設業
者を加点評価する取扱につい
て、一層の周知を図る。

１８年度 建設業者

国や地方公共団体と防災協定を結
んで社会貢献を果たしている建設
業者が経営事項審査で加点評価さ
れるよう建設業法施行規則を改正
し、業界団体等に周知（５月）。

- - - 総合政策局 建設業課

帰宅困難者対策のため、国土交
通省への来客者等を一定期間、
収容できる態勢を確保する（マ
ニュアル策定、収容場所や物資
の確保等） 。

１９年度
（以降順次改善）

国土交通省への来客者
や周辺の帰宅困難者
（ケガ人等）

災害時に国土交通省への来客者や
周辺の帰宅困難者（ケガ人等）に対
応するためのマニュアル策定等に
ついて検討。

マニュアルを策定し、物資等の確保と訓練を実施。 大臣官房 会計課

学校教育等の場で、過去の地
震・津波の被害を振り返るととも
に、今後の防災対策について考
える機会を設ける。

１９年度
（以降順次改善）

全国各地

学校教育等と連携した防災教育に
ついて地方整備局等を含め検討
し、出前講座を活性化させるよう、
地方整備局等に対し通知（３月）。

全国に順次展開。 港湾局 海岸・防災課

１８年度 地方整備局等

災害対策要員を広域的に派遣する
ための行動計画として、地方整備局
等間応援マニュアルを３月までに順
次策定。

- - - 河川局 防災課災害対策室

２２年度 地方整備局等

災害対策用機械の配備計画に基づ
き、全国で排水ポンプ車２３台、照
明車２０台、災害対策本部車２台を
配備。

災害対策用機械の配備計画に基づき、２２年度まで（５か年）の配備完了を目指して、広域的な支援体制を構築。 総合政策局 建設施工企画課 別３０－１

主要港湾において、被災地への
技術的助言及び現地への調査派
遣が円滑に行えるよう、リアルタ
イムの被災地の画像や科学的
データを閲覧できる体制を整備
する。

２０年度 ６０主要港湾

国土技術政策総合研究所（横須賀）
において被災地画像を閲覧するた
めの体制の調査・設計を行うととも
に、６０箇所の波浪観測データを公
開（５月）。

リアルタイムの被災地画像を選択・
閲覧できる体制を構築するとともに、
リアルタイムの波浪観測データを拡
充。

全国６０箇所すべての波浪観測情報
をリアルタイムデータで公開。

-
港湾局

総務課危機管理室
海岸・防災課災害対策
室

別３０－２

地方公共団体への復旧用機械
器具の貸付けについて、「国土交
通省所管に属する物品の無償貸
付及び譲与に関する省令（１８年
１月）」によりルール及び根拠を
統一した。

１７年度 地方公共団体 ー - - - 総合政策局 建設施工企画課

水防訓練時等に機械操作等の講
習を実施し、機械操作ができる地
域の人材を育成する。

１８年度
（以降順次改善）

水防団等
水防訓練時に災害対策機械の操作
等の演習を実施するよう地方整備
局に依頼（８月～９月）。

河川局 防災課

堤内地から河川へ排水するポン
プについて、河川がはん濫する
危険のある水位になった場合の
運転ルールを決定する枠組みを
確立する。

２１年度 国管理の全河川
排水ポンプの運転調整に関する検
討会を設置し（１２月）、運転調整の
進め方について検討。

委員会で排水ポンプの運転調整の
進め方について方針を決定。

２１年度までに国管理の全河川で運転調整を実施。
河川局
都市地域整備局

治水課
下水道部流域管理官

津波警報発令時等に住民が避難
する・しない要因（正常性バイア
ス等）を明らかにし、避難促進施
策の具体的な進め方と災害意識
の持続プロセスを提案する。

２１年度 全国民 ー
住民の避難行動・意識に関する調査
等を実施。

国土技術政策
総合研究所

河川研究部海岸研究
室

２）資機材貸与に係る被災地負担の軽減

②施設管理を通じた水害リスクの分担調整

災害対策に必要な要員を都道府
県域を越えて広域的に派遣する
ための行動計画を策定するととも
に、資機材についても広域的な
配備のための計画を策定する。

順次実施。

引き続き、関係機関との連携・調整を図りつつ、大規模津波防災総合訓練を実施。

④防災教育の強化

（２）地震防災体制

④防災教育の強化

⑤水害避難ビル（仮称）の活用

（４）避難意思決定に関する研究＜追加＞

①広域的な危機管理体制の構築

水防訓練時に災害対策機械の操作等の演習を実施。

１）人員及び資機材に係る広域的な支援体制

（３）施設管理の充実と協調

①津波等に関する防災技術・知識の蓄積

②地域の建設業者による共助の取組

③地域の一員としての国土交通省による共助の
取組

調査結果を踏まえ、避難促進施策の具体的な進め方と災害意識の持続
プロセスを提案。

表9 
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